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議長メッセージ・機関設計の概要
取締役会議長メッセージ

変化の本質を見極め、挑戦を重ね、
美しい時代をひらく
現在、私たちを取り巻く環境は、地政学的・経済的な不確実

性の高まりに加え、価値観や社会課題の多様化も進み、将来を

見通すことがますます難しくなっております。このような時代

において重要なのは、目の前の変化に振り回されるのではなく、

その本質を見極め、当社グループとして「何のために」「何を実

現するのか」を明確にすることです。それこそが、取締役会の

果たすべき大きな役割の一つであると認識しております。

当社では、経営と執行の役割分担を整理するなど、取締役会の実効性向上に取り組んでまいりま

した。2025年度には、取締役会で議論すべき事項とその付議基準を見直し、意思決定プロセスの

さらなる明確化を図りました。これにより、中長期的な経営戦略や事業ポートフォリオをはじめとす

る本質的な議論に一層注力できる運営へと改善を図っております。

東急グループは創業以来、まちづくりを通じて社会課題を解決することを使命としてまいりました。

そのために、人々の生活に向き合い、安心や快適さにつながるサービスを、どのように提供していく

のかを考え続け、事業の組み合わせやネットワークの力を活かしながら、新たな付加価値を生み出し

ていくことが重要です。社会が大きく変化する局面には、新たな機会も生まれます。そうした機会

を確かな価値へと結び付けるためには、目的を共有し、挑戦して、そしてやり遂げることが必要です。

その担い手の一人ひとりが誇りを持ち、生き生きと力を発揮できる環境を整えることは、企業の

持続的な成長の基盤です。サステナブルなまちづくり、企業づくり、ひとづくりを一体で進めること

で、社会から信頼され、あらゆるステークホルダーとともに成長し続ける企業集団でありたいと考え

ております。

グループスローガン「美しい時代へ―東急グループ」には、自らが美しくあり続ける覚悟と、美し

い生活環境を創る先駆者になるという決意が込められています。これからも、時代の変化の中にあ

る本質と機会を見極めながら挑戦を重ね、「楽しさ」「豊かさ」「美しさ」を感じていただけるまちづく

りを通じて、持続的な価値創造に取り組んでまいります。

代表取締役会長 野本 弘文

機関設計の概要
当社は、取締役会が経営の監督機能を十分に果たし、監査役が適切な監査機能を発揮する企

業統治体制として、会社法上の監査役会設置会社を選択しております。当社は、取締役会によ

る重要な業務執行の決定に際して、社外取締役や社外監査役の多岐にわたる知見を活用し、一

方で、監査役が中立で客観的な取締役会の監査を行う現機関設計が現時点では最適と判断して

います。また、経営と執行の分離を進め、権限および責任を明確化し、業務執行体制の強化を

図ることを目的に執行役員制度を導入するとともに、任意の諮問委員会である人事報酬委員会

を導入し、取締役会の機能の独立性・客観性を高め、説明責任を果たしてまいります。
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役員一覧 （2026年7月1日現在） 独立社外取締役比率
44.4%

女性取締役比率
22.2%

人事報酬委員会社外役員比率
60%

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役

野本 弘文 堀江 正博 藤原 裕久 髙橋 俊之 福田 誠一 島田 邦雄 宮崎 緑 清水 博 杉山 涼子 中本 智 秋元 直久 渡辺 一 稲垣 精二
在任年数
（通算） 19年 8年 11年 9年 2年 5年 6年 5年 1年 2年 10年 2年 2年

所有株式数※ 160千株 
（45千株）

12千株 
（25千株）

7千株 
（23千株）

20千株 
（23千株）

10千株 
（2千株） 3千株 1千株 ― 0千株 ― 24千株 ― ―

独立役員 ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役会
出席回数 15／15回 15／15回 15／15回 15／15回 15／15回 15／15回 15／15回 14／15回 9／12回 15／15回 15／15回 15／15回 15／15回

人事報酬
委員会 ○ ○ ◎ ○ ○

主
な
専
門
性
と
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド

交通 ● ●

不動産 ● ● ●
生活

サービス・
ホテル

● ● ● ●

企業経営 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

財務・会計 ● ● ● ● ● ●

法務・人事 ● ● ● ● ●

グローバル ● ● ● ● ● ● ●
サステナ
ビリティ
（ESG）

● ● ● ● ● ●

IT・デジタル 
テクノロジー ● ●

※千株未満は切り捨て表示。（　）は、信託型株式報酬制度に基づく交付予定株式数。  ◎は委員会の委員長
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役員一覧 （2026年7月1日現在）

当社における業務分担
重要な兼職の状況 選任理由

野本 弘文
代表取締役会長

業務統括、東映（株）社外取締役

当社グループの業務全般に精通しており、2011年からは取締役社長として当社グループの経営を牽引し、
2018年からは取締役会長として経営全般への提言・助言を実施。当社ならびにグループ各社の要職を歴任し
た豊富な経験を活かして、企業価値向上を推進。今後も当社グループの企業価値・株主価値向上への貢献を
期待し、取締役として選任。

堀江 正博
代表取締役社長
社長執行役員

業務統括、ホテル・リゾート事業部管
掌、松竹（株）社外取締役

これまでの豊富な経験と知見を活かし、大局的な視点から地域コングロマリット経営を主軸とした成長戦略を打
ち出し、急激に変化する事業環境下においても、その実現に向け従業員に対するクリエイティビティマインドの
醸成を推進。また、株主・投資家との対話にも積極的に臨んでおり、このような取り組みから、今後も当社グ
ループの企業価値・株主価値向上への貢献を期待し、取締役として選任。

藤原 裕久
代表取締役
専務執行役員

国際事業部管掌、（株）ぐるなび社外取
締役

当社において、財務部門および国際事業部において要職を歴任し、当社取締役としての豊富な経営経験と幅広
い見識を活かし職務を遂行。特に、財務戦略に基づく資本政策の着実な実行や投資家との継続的な対話により、
財務指標の維持向上に尽力をするとともに、これまでの職務を通じた強いグローバルネットワークにより当社グ
ループに大きく貢献。今後も当社グループの企業価値・株主価値向上への貢献を期待し、取締役として選任。

髙橋 俊之
取締役
専務執行役員

都市開発本部管掌、技師長

当社において、都市開発事業において要職を歴任し、当社取締役としての豊富な経営経験と幅広い見識を活か
し職務を遂行。特に、渋谷再開発事業をはじめとする開発案件について、外部環境の変化に対応しながら各プ
ロジェクトを着実に実行しており、沿線地域の価値向上に向けて尽力。今後も当社グループの企業価値・株主
価値向上への貢献を期待し、取締役として選任。

福田 誠一
取締役
調査役

東急電鉄（株）代表取締役社長

当社において、経営企画部門や交通事業部門の要職を歴任し、当社取締役として、企業経営、交通等に関す
る豊富な経験、知見を有する。現在は東急電鉄（株）代表取締役社長として、安全・安定輸送のレベルアップ
に努めるとともに、各種施策による快適な輸送サービスの提供に尽力しており、今後も当社グループの企業価
値・株主価値向上への貢献を期待し、取締役として選任。

島田 邦雄
取締役

島田法律事務所代表パートナー
長年にわたり弁護士として活躍しており、企業の経営に関わる法律への専門的知見を有する。また、当社の社
外取締役として、人事報酬委員会の委員長を務める等、当社の経営に対して貢献。今後も適宜助言を行うこと
を期待し、選任。

宮崎 緑
取締役

千葉商科大学学長
情報メディア領域の豊富な経験をもとに数多くの大学で教職を務め、千葉商科大学の学長を現任する等、教育
分野を中心に専門的な知見を有する。また、当社の社外取締役として、人事報酬委員会等においても積極的に
助言を行う等、当社の経営に対して貢献。今後も適宜助言を行うことを期待し、選任。

清水 博
取締役

日本生命保険（相）代表取締役会長、
富士急行（株）社外取締役、（株）三菱
UFJフィナンシャル・グループ社外取
締役

日本有数の金融企業において代表取締役会長を現任しており、企業経営の豊富な経験と実績を有する。金融
関係を中心とした専門的な知見と経営者としての豊富な経験を活かし、当社の経営全般に対し的確な助言を行
うことにより、経営体制の強化に貢献。今後も適宜助言を行うことを期待し、選任。

杉山 涼子
取締役

（株）杉山・栗原環境事務所取締役、
（株）岐阜新聞社社主・代表取締役、
（株）JSP社外取締役、佐藤商事（株）
監査等委員である社外取締役

ESG分野に関する豊富な知見と経験を有することに加え、（株）岐阜新聞社の社主・代表取締役を現任する等、
企業経営に関しても豊富な知見を有する。当社の社外取締役として人事報酬委員会等においても積極的に助
言を行う等、当社の経営に対して貢献。今後も適宜助言を行うことを期待し、選任。

中本 智
常勤監査役

企業経営、財務・会計、ESGに関する豊富な経験と幅広い見識を備えており、当社の経営に対する適正かつ適
法な監査を行うために必要な人格、能力を有すると判断し、監査役として選任。

秋元 直久
常勤監査役

企業経営、交通、生活サービス・ホテル、財務・会計に関する豊富な経験と幅広い見識を備えており、当社の
経営に対する適正かつ適法な監査を行うために必要な人格、能力を有すると判断し、監査役として選任。

渡辺 一
監査役

三井住友トラストグループ（株）社外取
締役、三菱地所（株）社外取締役、（一
財）日本経済研究所理事長

企業経営、財務・会計、法務・人事、国際事業に関する豊富な経験と幅広い見識を備えており、当社の経営に
対する適正かつ適法な監査を行うために必要な人格、能力を有すると判断し、社外監査役として選任。

稲垣 精二
監査役

（株）第一ライフグループ取締役会長 企業経営、財務・会計、法務・人事、国際事業に関する豊富な経験と幅広い見識を備えており、当社の経営に
対する適正かつ適法な監査を行うために必要な人格、能力を有すると判断し、社外監査役として選任。

専門性と多様性
当社では、取締役会全体としての知識・経験・能力・専門

分野についての多様性および構成のバランスに配慮し、経営

者としての豊富な経験や当社の事業分野に対して優れた見識

を有する候補者を取締役および監査役に選任しています。重

要な業務執行の決定や監督を適切に行うための、取締役およ

び監査役に期待するスキルは、経営戦略に基づく専門性とし

て各事業「交通」「不動産」「生活サービス・ホテル」への精通、

経営判断に必要な「企業経営」「財務・会計」「法務・人事」の

スキル、成長に向けて重要性が一層高まっている「グローバ

ル」「サステナビリティ」「 IT・デジタルテクノロジー」のスキ

ルとしています。

執行役員・グループ執行役員
取締役を兼任しない執行役員
濵名 節 西村 隆徳 鈴置 一哉
芦沢 俊丈 戸田 匡介 土屋 克磨
岩井 卓也 山川 貴史 村井 健二
柏﨑 和義 緒方 義規 松本 泰郎
木村 知郎 坂井 洋一郎 高橋 真樹子
梅原 昌弘 日野 健
多田 和之 馬場 隆光

グループ執行役員
大堀 左千夫 古川 卓 三木 尚

取締役・監査役の略歴、執行役員・グループ執行役員一覧は、 
「役員一覧」をご参照ください。

 https://www.tokyu.co.jp/company/about/outline/officer.html

https://www.tokyu.co.jp/company/about/outline/officer.html
https://www.tokyu.co.jp/company/about/outline/officer.html
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取締役会の活動
取締役会のあり方
当社の取締役会は、最良のコーポレート・ガバナンスの構築を通じて企業理念の実現を目指

し、その監督機能を発揮するとともに、公正な判断により最善の意思決定を行うことを主たる役

割としております。業務執行の機動性と柔軟性を高め、経営の活力を増大させるため、取締役

会規程に定める重要事項以外の業務執行の意思決定を執行役員に委任します。また、当社の持

続的成長や中長期的な企業価値の向上、収益力・資本効率などの改善を図るため、中期経営計

画などを策定し、業績目標の達成に向けて進捗状況を確認・精査し、必要に応じて対策を講じる

とともに、適切な情報開示に努めます。

取締役会機能の高度化に向けた取り組み（2025年度）
2025年度、当社では取締役会の機能をより高度化することを目的に、取締役会と執行の役割

分担を再定義し、付議基準および関連規程の見直し等を決議しました。本取り組みは、2024年

度の取締役会実効性評価において課題としてあげられた、事業ポートフォリオおよび事業単位

での中長期戦略に関する議論の充実・深度化に資するものです。

役割分担
再定義

中長期的な事業戦略、
事業ポートフォリオの議論・合意を

さらに重視

委譲権限範囲での意思決定と、
自律的な統制機能の強化

執
行

取
締
役
会

主な取り組み項目 概要

取締役会付議基準の
変更 ▪取締役会付議基準（金額基準）を引き上げ、重要議題の審議時間を確保

規程体系の明確化と
権限分離

▪取締役会規程における付議基準の明文化
▪執行権限を定める業務執行規程の改定権限を執行側へ委譲し、 
環境変化に応じた機動的な規程運用を確立

経営会議の
ガバナンス強化

▪第二線部門との事前協議の必須化による、専門的見地からの多角的な 
議案検証を通じたリスクの見落とし防止

社外取締役ミーティング
当社では2024年度より、社外取締役による取締役会実効性向上の一環として、「社外取締

役ミーティング」と称した形式にとらわれないフリーディスカッションの会議体を設置しています。

2025年度は各種戦略や取締役会運営などをテーマに、計11回のミーティングを実施しました。

2025年度 社外取締役ミーティングの実施内容（全11回）
月 区分 実施内容

4月
視察 グループ事業・関連施設視察
戦略 株主還元

5月
戦略 環境経営
運営 2024年度取締役会レビュー

6月 他 会計監査人との意見交換
9月 全般 社外取締役のみの意見交換

11月
リスク 重要リスク認識
戦略 人材戦略

12月 戦略 事業ポートフォリオと事業マネジメント

2月
運営・全般 取締役会上程基準／社外取締役のみの意見交換
全般 社外取締役と社長の意見交換

実効性評価の分析（討議資料）
■取締役会の構成
■政策保有株式の議決権行使
■サステナビリティを意識した経営の推進
■行動規範の制定と監督
■内部通報制度の実効性
■リスク評価プロセスの構築運用
■業績モニタリングに係る外部情報の参照
■株主との対話を促進する体制構築と意見共有
■非財務情報の適切な開示

■取締役会の効果的運営
■執行の後押し
■社外取締役の支援体制
■重要議題の審議に必要な情報提供
■業績評価指標の妥当性
■資本コスト・株価を意識した経営の実現に向けた対応
■事業ポートフォリオの監督

■戦略にかかる審議
■重要な戦略等のアップデートとモニタリング
■臨機応変な判断
■AI・DXの監督
■人的資本経営の推進
■経営陣の後継者計画

■社外取締役
ミーティング※

■グループ本社の役割
■人事報酬委員会の運営

低
い

相
対
的
に
高
い

社
外
役
員
評
価

低い 相対的に高い
※社内役員評価は実施なし

社内役員評価

（項目別の評価）

構成員・役割 ◎：座長

2025年度取締役会の実効性評価について、評価結果および分析を共有し、2026年度の課題設
定や今後の対応方針・進め方について議論を深めました。

「2025年度取締役会レビュー」
·開催日： 2026年5月20日
·出席者： 社外取締役／島田 邦雄（座長）、宮崎 緑、清水 博、杉山 涼子
  社外監査役／渡辺 一、稲垣 精二
  代表取締役社長／堀江 正博

Pick Up

▪構成員  ◎島田 邦雄（筆頭独立社外取締役）
宮崎 　緑（独立社外取締役） 
清水 　博（独立社外取締役） 
杉山 涼子（独立社外取締役） 
堀江 正博（代表取締役社長）
※ 構成員は座長の判断により適宜変更
可能

《役割》 コーポレート・ガバナンスに関する事
項全般ならびに社外取締役が必要と認
める事項の意見交換等



55企業情報ガバナンスサステナビリティ経営基盤事業別戦略経営戦略価値創造ストーリー東急を知るトップメッセージ

取締役会の活動

実効性評価を踏まえた課題の状況2025年度の主な審議実績
2025年度の取締役会では、決議事項・報告事項に加え、社会や当社を取り巻く環境の変化

を踏まえた幅広い内容についても適宜報告するなど、幅広い内容について議論を行いました。

▪開催数：16回（うち書面開催1回）　▪議事総数：121件

主な決議事項および報告事項

経営戦略
事業戦略

▪経営計画検討　▪鉄道事業安全投資　▪鉄道事業の安全・安定輸送に関する取り組み　 
▪不動産事業計画の変更　▪土地取得　▪個別事業撤退方針　
▪子会社の連結経営戦略における方向性　▪海外現地法人設立　▪子会社吸収合併　
▪経営環境変化影響（米国相互関税、大雨、原油価格高騰）

財務戦略・IR ▪子会社への融資　▪自己株式取得　▪社債の募集　▪株主優待制度の改定　
▪IR活動・株式状況　▪統合報告書の外部評価・投資家対話

デジタル戦略 ▪デジタル戦略の進捗　▪DXレポートの発行　▪ITリスクへの対応

ガバナンス
▪取締役会規程の改正　▪業務執行規程の改正　▪政策保有株式の保有意義の検証　
▪コーポレート・ガバナンス報告書　▪取締役会決議事項の進捗状況　▪経営会議決議の状況　
▪取締役会の実効性評価

サステナビリティ ▪サステナブル重要テーマの進捗　▪環境ビジョン改定・環境への取り組み　▪TNFD対応　
▪健康経営の取り組み

リスクマネジメント
コンプライアンス

▪連結経営上の最重要リスクへの対応　▪列車衝突事故　▪事故・不祥事報告状況　
▪業務適正を確保するための体制整備の運用状況　▪内部統制に関する事項　
▪内部監査結果および計画　▪監査役監査計画

取締役会の実効性評価
取締役会における意思決定の有効性・実効性について分析・評価を実施しております。

取締役会
への報告

全取締役・
全監査役
による評価
（アンケート） 

外部専門家
（弁護士）による

評価
 

評価結果に関する
社外取締役

ミーティングでの
審議  

アンケートに基づく評価結果の分析 
1） 全般的な分析・評価
2） 個別の評価項目に関する課題および
今後の対応策の抽出・立案

  外部コンサルタントにより実施

評
価
の
方
法

実効性評価結果

概ね確保されて
いると認識

評価項目別では「 1 取締役
会の構成と運営」「 3 企業倫
理とリスク・危機管理」が前
期から向上しました。

評価の分布（%）

0

20

40

60

80

100

前期

50

43

49

28

50

46

47

32

39

58

53

34

48

37

全項目1 4 532

評
価
項
目

1 取締役会の構成と運営
2 経営戦略と事業戦略
3 企業倫理と 
リスク・危機管理

4 業績モニタリングと 
経営陣の評価

5 ステークホルダーとの対話
■ 有効、適切　
■ どちらかといえば有効、適切
■ どちらともいえない　
■ どちらかといえば改善余地あり

2025年度の課題と対応
2024年度の課題 2025年度の取り組み事項 主な意見・指摘事項 評価

経営戦略

人材戦略
▪人材マネジメントポリシーを策定
▪施策推進状況および見通しについて、
社外取締役ミーティングにて議論

▪各種取り組みは進展
▪中長期的な人材確保に向けた 
継続的な取り組みが必要

改善傾向

DX戦略
▪ITリスクおよびデジタル戦略への 
取り組み状況を議論

▪AI・DX報告は情報共有が進展も、
全社横断的な活用など、 
高度化に向けた議論が必要

改善余地
あり

事業
ポートフォリオ

▪リテール事業の事業再編の議論
▪事業ポートフォリオ管理と経営資源配
分について社外取締役ミーティング
にて議論

▪情報共有や個別再編など一定の
進展

▪注力分野・新規事業の方向性の
さらなる明確化が必要

改善余地
あり

事業戦略

事業単位の
中長期戦略・
事業間の

シナジー効果

▪主要事業のモニタリングおよび 
連結経営上の位置づけを議論

▪子会社の戦略議論は一定の進展
▪シナジー効果の定量化・知見の
内製化による連携強化が必要

改善余地
あり

グループガバナンスの
強化 ▪主要子会社のモニタリングの実施

▪連結モニタリングが適切に運用
▪多様な事業実態に即したガバナ
ンスの実効性向上が必要

改善余地
あり

2026年度以降の課題と対応方針
2026年度 重点テーマ 設定の背景 2026年度の取り組み事項

当社の事業特性を踏まえた
経営方針・成長戦略の

再定義
下記等を勘案して 
重点テーマを設定

▪実効性評価の該当個別
項目の評価結果が 
他項目と比較して低位

▪継続的な議論・ 
取り組みの重要性が 
指摘された事項

▪主要事業別戦略の議論
・事業環境分析
・目指すべき方向性・事業規模および必要リソースを
確認

▪事業ポートフォリオおよびコーポレート戦略の議論
・各事業戦略をベースに経営資源の最適配分を議論
・人材、デジタル、バランスシートコントロール等の
全社横断の戦略を議論

グループ経営基盤の深化
（人的資本・DX・
グループガバナンス）

▪2025年度からの継続事項として、引き続き改善に 
取り組む

▪DXについては、①各事業戦略におけるDX活用、 
②全社的なDX戦略の深化に取り組む

取締役会と諮問機関の
連携強化

▪人事報酬委員会の運営方針・検討状況 
（サクセッションプラン等）を適宜取締役会に共有し、
連携強化を図る
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取締役会の活動 ［ 社外役員の視点 ］

取締役会における社外役員の主な意見・確認事項
分類 概要

ビジョン
経営戦略

▪市場が求めているのは10年後のビジョンや変革へのコミットメントであり、経営
トップが、その実現に向けた強い意志をこれまで以上に示していくことが重要
との意見が示された。
▪執行の取り組みは着実な成長を目指すものと評価する一方、株主・投資家の
期待を踏まえると、次期経営計画の策定にあたっては、現実的な計画に加え、
リスクを伴う非連続的な成長の可能性や大胆な選択肢についても積極的に検
討すべきであるとの意見が示された。
▪短期的な株主還元のみでは、ステークホルダーの期待に応え続けることは困難
であり、取締役会はオペレーションの議論に留まらず、リスクを伴う成長戦略を
含む経営戦略の議論に一層注力すべきであるとの意見が示された。
▪資本市場に対する説明責任を果たす観点から、中長期の成長ロードマップの解
像度を高め、ROEやROA等の資本効率指標を含む経営のコミットメントを、保
守的な見通しに留まらない形で示すことが重要との意見が示された。

財務戦略
株主還元

▪将来の投資機会や有事に備えた資金確保および堅固な財務体質の維持など、
長期的な企業価値向上を見据えた経営判断が重要との意見が示された。
▪貸用不動産の含み益の活用は財務数値の改善に寄与する一方で、将来のバッ
ファを失うリスクを伴うことから、執行側の意図や考え方について、質問・確認
がなされた。

安全・安心
（安全対策）
（事故関連）

▪不測の事態が生じた際に適切な行動につながるよう、常に想像力を働かせなが
ら、継続的な指導と働きかけに取り組むべきであるとの意見が示された。
▪想定すべきリスクが十分に認識されていなかったことが、事故の本質的な原因
の一つであるとの意見が示されるとともに、信号システムに限らず、内在するリ
スクを全て把握できているかという視点をもって、再点検に取り組むべきとの
意見も示された。

デジタル戦略

▪デジタル戦略は将来の事業構想を起点に設計し、その中でデジタルを活用す
る領域を整理・精査していくことが重要であるとの意見が示された。
▪グループ全体の包括的なデジタル戦略を策定するにあたっては、各事業領域
における個別のデジタル戦略を明確化した上で、グループ横断的な視点から
シナジーの創出を図ることが重要との意見が示された。
▪自動運転をはじめ、鉄道事業におけるデジタル活用の利点や効果が期待され
ることから、現業において「人にしかできない業務」と「技術代替可能な業務」
を整理したうえで、デジタルを駆使した次世代のオペレーション体制の構築検
討について質問・確認がなされた。

Message

Message

取締役 宮崎 緑

筆頭独立社外取締役
島田 邦雄

Q1 取締役会の在り方、実効性について
株主から会社の業務運営を託された取締役会がその責任を全うする

には、個々の取締役が会社の状況について十分な情報を得ていること
が求められる。当社では、取締役会内外の様々な機会に積極的な情報
提供がされており、取締役間ではそれを踏まえた充実した議論が実現し
ている。各取締役が忌憚のない意見を述べることで、実効性も十分に
確保されていると理解している。

Q2 次期経営計画の検討に向けて当社が重視すべき視点、課題
経営計画においては、上場会社として市場からの成長期待に応えるべく、堅確な事業運営が求

められる分野の安定性は維持しつつ、かつ財務等への影響を見据えながら、長期的視点で、当社
の潜在能力の発揮と市場の拡大が期待される分野への経営資源の配分を検討することが望まれる。
さらには、目利き力を前提に、株主や社員の心が躍るような野心的な分野への挑戦も考えられよう。

Q1 就任以来の当社の変化、また自身の当社との関わり方
当初は個別の事業の丁寧な説明はあったものの、全体の中での位置

づけや他の事業とのシナジーといった大きな戦略が見えにくかったので
すが、粘り強く質問等をするうちに、全体のビジョンから個別の戦術に
落とし込んだ方向性を示すようになり、B to Cの事業が多い中、世間か
ら見た東急のイメージと内部での取り組みの乖離が極小化されたと感
じます。意思決定プロセスの透明性と合わせ、率直で活発な議論が行
われるようになったと評価しています。

Q2 未来のまちづくりに向けて当社が検討すべき視点、テーマ
災害の多発化、激甚化とエネルギーや安全保障の問題は地球環境をめぐる表裏一体の課題で
あり、さらにAIの急速な発展が人間の人間たる所以の部分にまで踏み込んできた今日にあって、
「美しい時代」が具体的にどういう価値観で地面の上に創造されていくのか、大きな哲学を示す
必要があると思います。多岐にわたる生活文化の領域をカバーし、ライフスタイルを牽引する企
業として、未来への責任を見える形で示していただきたいと思います。
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取締役会の活動 ［ 社外役員の視点 ］

取締役会における社外役員の主な意見・確認事項
分類 概要

事業別戦略

〈不動産事業〉
▪今後の不動産開発の方針は投資家の関心事項であり、開発案件については、将
来の事業運営やポートフォリオ設計における位置づけを明確にしたうえで、どの
程度の積極性をもって臨むのかを明らかにすることが重要との意見が示された。
▪不動産賃貸事業は投資回収に長期間を要することから、金利や賃料上昇に関す
る複数シナリオの比較を含む長期試算に基づいた議論がなされることが重要と
の意見が示された。また、複雑な利害関係者を有する案件については、実現可能
性を十分に把握したうえで、議論を深めていくことが重要との意見も示された。

〈スーパーマーケット事業〉
▪本業界は規模の経済がより重要となる中、物流体制の最適化やM&A・業界連
携等を包含した戦略と具体的な実行策について質問・確認がなされた。

〈海外事業〉
▪国内市場の成熟化が進む中、海外事業の拡大は重要との意見が示されるとと
もに、国際情勢の動向が激しい中でどのような戦略で臨むのかについて質問・
確認がなされた。
▪国内では実現が困難な「ゼロからのまちづくり」が可能な点は評価できる一方、
教育・医療等の社会インフラの未整備や現地運営体制の構築といった相応の
リスクが存在することも改めて認識すべきとの意見が示された。

サステナビリティ
（環境ビジョン）
（再エネ投資）

▪再生可能エネルギー発電については、「環境と調和するまちづくり」の理念や
目的を堅持し、景観悪化への配慮や地域共生といった視点をもって推進するこ
とが重要との意見が示された。
▪新たに設定したグループ全体の環境目標を各グループ会社へどのように落とし
込んでいくのかについて質問・確認がなされた。
▪自然資本に関わる水リスクや森林分野についてはTNFDとの親和性も高いこと
から、今後の対応方針について質問・確認がなされた。

ガバナンス・
コンプライアンス

▪今年度に実施したコンプライアンス体制の強化およびその効果について質問・
確認がなされた。また、実効性の担保が重要であるとの認識のもと、コンプラ
イアンス・リスクマネジメント委員会の指示がどのようにグループ全体に伝達
されているかについても質問・確認がなされた。
▪AI技術の活用が各分野において飛躍的に進展しているとの認識に基づき、内部
監査や内部通報制度を含む諸業務へのAI活用について質問・確認がなされた。
▪規程上、取締役会付議を要しない事案であっても、環境変化等によっては取締
役会へ適時に報告されることが重要との意見が示されるとともに、臨機応変な
対応が図られることへの期待も示された。

Message

Message

Q1 事業別戦略の深化について
各事業とも比較的安定した収益を上げている。その理由の一つは、

コロナ禍で進めた事業改革が、コロナ収束後の好環境の下で成果を生
んでいることにある。これを重要な教訓として、事業が安定している今
こそ、将来を見据えた収益力の強化と新たな収益軸の確立に向け、リス
クを取った事業の推進や、時間とコストを要する改革、痛みを伴う改革
を、躊躇せずに実行することが望まれる。

Q2 次期経営計画の検討に向けて当社が重視すべき視点、課題
最も重要なことは、持続的に成長するための収益軸を増やし続けることである。そのために、
一つは、渋谷を中心とする複数の大規模開発を適切に実行することであり、特に金利や費用がさ
らに上昇する想定で実行計画を持っておくことである。もう一つは、収益拡大であり、既存事業
の強化と新たな収益軸の確立に向けた検討を加速し、具体的な取り組みを次期経営計画に組み
込むことである。

Q1 就任１年を振り返って
この1年は事業を深く理解するための「学び」を重ね、その上でのガ
バナンスへの「貢献」に向け、着実に歩みを進めてまいりました。地域
コングロマリットの概念には納得しつつも、その価値の検証や株主への
具体的な訴求が今後の課題です。時に相反する沿線住民らユーザーと
少数株主の視点を大切にしながら、強みを確かな価値に変える成長戦
略や将来像についての議論を深めてまいります。

Q2 サステナビリティを通じた企業価値向上について
当社にとってのサステナビリティとは、事業基盤である「街」そのものの持続可能性を高める

ことに他なりません。脱炭素や資源循環への投資は、沿線の価値を維持し、発展させる長期的
な成長戦略です。暮らしの安心感と株主の皆様への経済価値を両立させる次世代の街づくりを
促すとともに、その成果をしっかりと見極めてまいります。

取締役 杉山 涼子

取締役 清水 博
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監査役会の活動
監査役会の概要・あり方
当社の監査役会は、常勤監査役2名と非常勤である社外監査役2名の計4名で構成されており

ます。

監査役は、取締役会と協働して会社の監督機能の一翼を担い、株主の負託を受けた独立の機

関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業および企業集団がさまざまなステーク

ホルダーの利害に配慮するとともに、これらステークホルダーとの協働に努め、健全で持続的な

成長と中長期的な企業価値の創出を実現し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に

向け責務を果たしてまいります。

2025年度監査役会の活動状況
▪開催数：8回

決議 ▪監査計画、会計監査人の選任および報酬同意、監査報告書の作成、補欠監査役選
任議案への同意

報告

▪取締役・管掌役員からの業務報告
財務報告に係る内部統制評価、取締役会の実効性に関する分析および評価、ESG
分野の取り組み、ITリスクに関する取り組み状況、地方交通子会社ガバナンス状況、
商業施設運営事業再編状況、連結経営上の最重要リスクの再評価、内部監査実施
状況および次年度内部監査計画の方向性

▪会計監査人からの監査状況報告
▪東急歌舞伎町タワー（現地視察）
▪常勤監査役による監査業務実施状況

協議 ▪監査役報酬配分、監査役会の実効性に関する分析および評価、監査役会監査調書

上記に加えて、年間の監査を通じて認識した課題等について、代表取締役との意見交換会を

開催し、代表取締役への提言や意見交換を実施しております。

また、常勤監査役は社外取締役との個別ミーティングの機会を設け、監査役会として認識す

る課題等に基づき各取締役の意見を聴取するとともに、意見交換を実施しております。

2025年度重点監査項目と評価
2025年度は、連結経営に対する監視検証の視点から、独占禁止法をはじめとする法令等遵守

の徹底に向けた取り組みについて引き続き監視・検証を行うとともに、経営環境やリスク要因を

踏まえ、監査役会において下表の通り重点監査項目を定め活動をいたしました。

2025年度重点監査項目

監査役会実効性評価
監査役会の実効性について、全監査役を対象に実施したアンケート結果を踏まえた分析・評

価、審議を行っております。その結果、2025年度における監査役会は概ね適切な運営がなさ

れていたと評価しました。そのうえで、監査役会は、今後の運営として、当社を取り巻く経営環

境や顧客の価値観の変化に対する執行部門の対応について、引き続き取締役・管掌役員等から

その進捗状況を、適時に確認していくこととしました。あわせて、グループガバナンス強化の観

点から、会計監査人、内部監査室、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会、子会社監査

役とのさらなる連携を維持・強化することで、各事業における独占禁止法をはじめとする法令等

遵守の徹底、内部統制システムの高度化に向けた取り組み状況を、引き続き適時適切に監視・

検証していくこととしました。

領域 重点監査項目

法令等遵守状況 企業集団全体におけるコンプライアンス体制の整備・運用状況、内部通報制度
の運用状況、独占禁止法やその他法令違反事例等の再発防止策の実効性

内部統制システム、
リスク管理体制

リスクマネジメント体制をはじめとする内部統制システムの整備・運用状況、連結
全体における3ラインモデルの機能状況、各事業における安全確保体制の整備・
運用状況、ITガバナンスおよびサイバーセキュリティ体制の整備・運用状況、新
リース会計基準やSSBJ基準（サステナビリティ開示基準）等の制度変更への対
応状況

取締役会等の
意思決定

経営判断の合理性・モニタリング機能・ESG対応の状況、人的資本をはじめと
するサステナビリティ経営に関する各施策の取り組み状況

会計監査人 会計監査実施状況、監査品質の管理体制および執行部門との連携状況、監査上
の重要検討項目に関する会計監査人と執行部門の対応状況

内部監査部門 内部監査の体制整備および報告体制の有効性、内部監査結果の是正対応状況
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指名・報酬
人事報酬委員会
当社は、取締役会の諮問機関として、筆頭独立社外取締役を委員長とする「人事報酬委員会」

を設置しています。

構成員・役割（2026年6月26日以降） ◎：委員長

▪構成員  ◎島田 邦雄（筆頭独立社外取締役） 
　宮崎 　緑（独立社外取締役） 
　杉山 涼子（独立社外取締役） 
　野本 弘文（代表取締役会長） 
　堀江 正博（代表取締役社長）

《役割》取締役候補者の選定、代表取締役の選定・解嘱お
よびその後継者に関する事項、執行役員等の選解任、相談
役・顧問等の委嘱に関する事項等について審議、取締役の
報酬の配分に関する事項、相談役・顧問等の報酬について
取締役会からの一任を受け審議し決議

2025年度の活動状況

▪開催回数  5回
▪出席率  100%

左記《役割》の記載事項に加え、 
主に以下を実施
·役員報酬制度における 
個人目標の設定
·サクセッションプランの検討
·役員層の報酬水準最適化の
検討

選任・解任の考え方とプロセス
当社は、高い経営能力を有する幹部社員の登用と、豊富な経験・見識を持つ社外取締役の招

聘により、知見や年齢等のバランスがとれた経営体制を構築しております。取締役候補者の選

任にあたっては、適性の客観的な評価と妥当性の議論を行うため、人事報酬委員会での審議を

経て取締役会で決議いたします。また、代表取締役や執行役員に法令違反や職務遂行上の問題

が生じた場合の解職・解嘱等についても、同様の手続き（人事報酬委員会での審議・取締役会

決議）により決定いたします。

経営人材育成
当社グループは、社会課題に向き合い、その解決への挑戦を通じて新たな価値を創造するこ

とを目指しています。当社の代表取締役は、長期的な視点に基づく経営計画を推進し、株主の

皆様、お客さま、沿線住民の方々、行政機関、関係事業者、債権者、そして従業員やその家族と

いった事業にとって重要なステークホルダーとの信頼関係を維持向上させることができる資質

が必要であると考えています。このような資質を持つ候補者については、代表取締役自らが十

分な時間をかけて選定し、必要な経験を踏むなどの育成を実施するとともに、取締役会の諮問

機関である人事報酬委員会において、候補者の妥当性や育成内容について議論を尽くしたうえ

で、取締役会に答申することとしています。なお、以下3点を主体に経営人材を育成しています。

1  東急アカデミー（グループ各社と合同で開催）を中心とする教育プログラムの実施
2  外部主催の各研修プログラムへの派遣
3  グループ各社役員への計画的な配置

また2025年度には、中期3か年経営計画で掲げた「持続的な企業価値の向上と事業間連携

の深化によるコングロマリットプレミアムの創出」を目的として、連結経営における政策的ミッ

ションの推進を担う新たな役職として、グループ執行役員を設けました。2026年7月1日現在、

当社グループ会社より3名のグループ執行役員を選任しています。

2026年度経営人材育成プログラム
 （2026年4月）

スタッフ職 マネジメント職

東急
アカデミー

外部派遣

タフアサインメント

異業種交流
（他流試合）

経営者育成研修受講者累計（東急アカデミー）

取締役・
執行役員クラス

100名
部長クラス 

218名
課長クラス 

420名

〈経営者として目指す姿〉
▪自らの言葉で明確なビジョンを示し、浸透させ、
巻き込んでいる
▪正しい方向性を示す判断力、決断力を有している
▪リスクに対する対応力を身につけている
▪「顧客接点」や「ネットワーク」を活かし、「付加価
値」を創造し続ける

〈サクセッションプラン検討の主な論点〉
▪グループ理念や経営戦略等を見据えた「経営層の人材要件」の再定義
▪「候補者プール」の策定と客観的な候補者選定プロセスの構築
▪人事報酬委員会によるサクセッションプランの「モニタリング体制」の確立
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指名・報酬

役員報酬の基本方針
中長期的な企業価値の向上および株主価値最大化への貢献意識を一層高めることを目的とし、

株主総会の決議の範囲内で、上場企業等他社、主に公共性の高い企業の役員報酬水準、ならび

に従業員給与の動向を反映し内容および額を決定しております。

報酬の構成
執行役員を兼務する取締役の報酬は、各取締役の役割と責任に応じて支給する「基本報酬」、

各事業年度における業績の目標達成度等に基づき支給する「業績連動報酬」および株主と取締

役との一層の価値共有を図る「株式報酬」から成り立つ体系に変更※し、その構成割合は、概ね

「基本報酬：業績連動報酬：株式報酬 ＝ 5：4：1」（目標達成度が100%の場合）を目安としま

す。取締役会長、取締役副会長、取締役相談役および取締役調査役は、「基本報酬」および「株

式報酬」とし、その構成割合は役職に応じて適切に定めます。社外取締役その他非業務執行役

については、その役割に鑑み、「基本報酬」のみとします。

目指すビジネスモデルを、持続的成長を実現する長期循環型事業とする当社では、財務指標

の達成だけでなく、長期的目線での人材戦略が求められます。全社のサステナブル経営指標や、

各役員が担当する業務の社会的課題解決への取り組みも個人評価の指標に加えたほか、担当

部門のエンゲージメント評価や、後任候補育成を含む人材育成についても評価項目とすること

で、経営戦略と一体となった人的資本経営を推進します。

評価は取締役会の諮問を受けた人事報酬委員会が、取締役会より一任されたうえで決定しま

す。筆頭独立社外取締役を委員長とし、他2名以上の社外取締役、および取締役会長、取締役社

長で構成される人事報酬委員会にて報酬等を審議・決定することで、決定プロセスの客観性お

よび透明性を確保しています。

なお、法令等の重大な違反や、重大な会計上の誤りや不正による決算の事後修正に対して、

業績連動報酬および株式報酬の全部もしくは一部を返還・没収する措置（クローバック・マルス

条項）を導入しています。

※取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針の改正について、2024年3月25日開催の取締役会で決議し、2024年7月1日より適用

報酬構成
目標達成度が
100%の場合

基本報酬 5 業績連動報酬 4 株式報酬 1

目標達成度に応じ
50～200%変動

業績連動報酬の評価項目
評価指標 評価項目

共通指標
連結経営指標 ROA等、中期経営計画における経営指標

サステナブル
経営指標

安全指標や脱炭素の進捗等のサステナブル重要テーマへの 
取り組み

個人目標

個別指標 担当部門のエンゲージメント評価や業務に応じた個別指標設定

重点目標 課題と目標を個別に設定

行動評価 人材育成等の行動評価

※上記の評価指標を各取締役の役位に応じて評価配分を設定し、目標達成度等に応じて基準額の50～200%の範囲
で支給する

報酬の実績
取締役および監査役の報酬等の額（2025年度）

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）

金銭報酬
株式報酬

基本・固定報酬 業績連動報酬
取締役

（うち社外取締役）
325
（44）

213
（44）

84
（―）

26
（―）

11
（5）

監査役
（うち社外監査役）

78
（21）

78
（21）

―
（―）

―
（―）

4
（2）

（注） 1.  上記には、2025年6月27日開催の第156期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役2名を含んでおります。
  2.  取締役の金銭による報酬総額は、2007年6月28日開催の第138期定時株主総会において、年額550百万円以内（うち社外取締役分45

百万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与を除く）と決議いたしております。（決議時の取締役人数は18名、うち社外取締役3名）
  3.  取締役の金銭による報酬のうち、業績連動報酬の報酬額は、各事業年度の短期インセンティブ報酬として、執行役員を兼務する取締役

のみを対象に支給し、中期経営計画等を踏まえた連結経営指標、サステナブル経営指標、個人目標等の業績評価指標に基づき、各事業
年度の目標達成度等を総合的に勘案し算定しております。なお、当事業年度を含む連結経営指標の推移は、第157期有価証券報告書の
「第1（企業の概況）1.（主要な経営指標等の推移）」に記載のとおりであります。

  4.  取締役（社外取締役を除く）に対する株式による報酬総額は、2017年6月29日開催の第148期定時株主総会において年額100百万円以内
と決議いたしております。上記の株式による報酬総額は当事業年度の費用計上額です。（決議時の取締役人数は18名、うち社外取締役4名）

  5.  監査役の金銭による報酬総額は、2007年6月28日開催の第138期定時株主総会において、年額90百万円以内と決議いたしております。
（決議時の監査役人数は5名）
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グループガバナンス
グループガバナンス
当社は、幅広い事業のシナジーを発揮するグループ経営を推進しています。変革の時代にお

いて迅速な意思決定を実現するため、適切な権限移譲、モニタリング、情報共有の仕組みを整

備しています。

グループ管理体制における主な取り組み
分類 内容 関連する会議体

① 権限移譲・ 
情報伝達

▪業務執行基準による会議体への上程・決裁
▪報告基準に応じたリスク・事故情報等の情報伝達プロセス
▪グループにおける経営方針の決定

▪取締役会
▪経営会議
▪東急グループコーポレート会議

② 戦略共有・ 
業績管理

▪経営層による戦略共有（主要子会社とその他子会社）
▪事業別所管部門制度による年間モニタリングプロセス
▪会社業績評価および経営者評価

▪グループ会社経営会議
▪人材戦略会議 等

③ 業務機能別 
管理

▪サステナビリティ目標の共有と推進
▪事故情報の共有と予防
▪連結対象会社を含めた情報セキュリティ、BC体制、 
人事施策 等

▪東急グループサステナビリティ
推進会議

▪東急連結グループCIO委員会
▪連結BCM委員会
▪人事労務情報交換会 等

④ リスク 
マネジメント

▪定期情報収集・状況確認（年1回）
▪リスク情報の収集と共有（外部環境により適時）

▪取締役会
▪経営会議
▪東急グループサステナビリティ
推進会議

グループ経営
2000年代以降、当社主導でのグループ再編・グルー

プガバナンスの強化を実施し、2022年度の東急レクリ

エーションの完全子会社化により、当社の連結子会社

には上場子会社がなくなりました。

〈2026年3月〉上場子会社なし
持分法適用関連にある
上場会社・投資法人　4社※

※東急不動産ホールディングス、東急建設、世紀
東急工業、東急リアル・エステート投資法人

政策保有株式

7銘柄縮減
（2020～2025年度）

上場株式について、毎年取締役会で個別銘柄ごとに事業・財務戦略の観点
や配当などの経済合理性を検証しています。その結果、保有の合理性が認め
られない場合は、市場動向を考慮しつつ、縮減などの見直しを行う方針です。

コンプライアンス・リスクマネジメント
組織体制強化

2024年4月より、コンプライアンス・リスクマネジメント体制の強化を企図して、従来社

長室下にあった当該機能を独立組織として組成し、統括する責任者としてCCRO（Chief 

Compliance & Risk Management Officer）を設置しました。

コンプライアンスの推進
当社グループのコンプライアンス上の課題などについては、コンプライアンス部門によるモ

ニタリングのほか、内部監査等の手法によるモニタリングを実施するとともに、サステナビリ

ティ推進会議にて審議・報告し、経営会議および取締役会へ報告しています。また、当社グルー

プで不祥事・事故等が発生した際には、経営会議および取締役会にて緊急の報告がなされ、そ

の対応策についての協議を行い、影響の最小化を図っています P.55  。

コンプライアンス遵守への取り組みとして、サステナビリティセミナーやeラーニングを用いた

全社研修ならびに「行動規範」の周知に加え、「腐敗行為防止方針」に基づき、贈答・接待に関す

る定期的な社内調査を実施し、その発生の防止に努めています。また、独占禁止法違反の再発

防止および予防の取り組みとして、子会社社長および当社役

員を対象とする専門家を招いてのセミナーをはじめとした、役

員・従業員への啓発活動を実施しています。

コンプライアンス研修受講率

100%（2025年度）

内部通報制度
不正・不祥事を含むコンプライアンス課題の早期発見、是正を図るため、内部通報窓口「東急

株式会社ヘルプライン」を設置・周知しています。「東急株式会社ヘルプライン」には、社内のほ

か弁護士事務所にも窓口があり、当社グループの従業員（取引先を含む）などからの通報・相談

に対応しています。連結子会社で直接受け付けたものと合わ

せ、2025年度の通報・相談件数は394件でした。これらの通

報・相談においては、グループの事業継続に重大な影響を及

ぼす事象はないことを確認しています。

内部通報窓口相談件数 
（連結）

394件
（2025年度）
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コンプライアンス・リスクマネジメント

Message

「攻め」と「守り」の両輪で 
「成長の質」を高めてまいります
専務執行役員 CCRO 
（Chief Compliance and Risk Management Officer） 濵名 節
当社は、経営理念の実現に向けた東急グループ経営方針の一

つとして「コンプライアンス経営」を掲げ、また、取り組むべきサステナブル重要テーマ

の一つに「企業統治・コンプライアンス」を掲げています。2024年4月に専属部門として

「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」を設置し、私がCCROを担う現体制に

移行してから2年が経過いたしました。この間、当社は法令遵守にとどまらず、激変する

事業環境や高度化する社会的要請に即応できるよう、統制機能の進化を図ってまいりま

した。2025年度からは、サステナブル経営に関する重要情報を共有し適切な対応を指

示する「サステナビリティ推進会議」の開催頻度を年2回から年4回に増やしました。議

題の多様化・深度化に対応し、経営層によるタイムリーな審議と報告体制の充実を図る

ことで、ガバナンス体制の一層の強化を進めてまいります。

当部門の責務は、事業部門による「攻め」に伴走し、リスクや法的側面から「守り」

を固め、健全かつ持続的成長を目指し、「成長の質」を高めていくことと考えています。

例えば、多様な事業においてさまざまな変革に挑戦する当社グループにおいて適切にリ

スクテイクするためにも、規模やリスクのとらえ方等によるばらつきを抑制すべくリスク

評価方法の見直しを行っております。

一方で、連結各社・各部門におけるリスク感度のさらなる向上、従業員一人ひとりの

自律的なコンプライアンス意識の醸成、そして情報セキュリティなど重要性が高まるリ

スクへの迅速な対応などが課題としてあげられます。これらの課題に対し、各社・各部

門と密に連携し、現場の実態に即した体制整備や支援を通じて、形式的なルール遵守に

とどまらない「自律的なリスク感度」の醸成を進めてまいります。

当社グループが一体となって、常に高い倫理観と責任感を持ち、社会からの信頼に応

え続けることで、持続的な企業価値向上を実現してまいります。

リスクマネジメントの概要
当社グループでは、定期的にリスク認識の再評価、およびリスク軽減に対する取り組み状況の

評価を以下のプロセスで行い、発生の回避および発生した場合の影響最小化に努めております。

年間マネジメントサイクル
5

各事業・管理部門での
リスクマネジメント

活動へ

4
取締役会にて

リスクマネジメント活動
の評価・●3 の上程

3
リスク・対応策を
経営計画

（単年度／中期）へ反映

 
2

経営会議にて
連結経営上の
最重要リスク決定

 

1
•各事業・管理部門にて
リスクの分析

•経営陣によるリスク評価 

1 へ

サステナビリティリスクと機会 P.18  人権リスク詳細 P.41  気候変動リスクと機会の詳細 P.44

連結経営上の最重要リスク
各事業・管理部門によるリスク分析、および経営陣に

よるリスク評価を踏まえ、投資者の投資判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある連結経営上の最重要リスクを

右記の通りとしています。

最重要リスク（2026年度） 
●1  経営環境変化への対応に関するリスク
●2  安全管理への対応に関するリスク
●3  情報セキュリティに関するリスク
●4  コンプライアンスに関するリスク
●5  働き方・人材確保に関するリスク
●6  長期・広範な人流阻害に伴うリスク

連結経営上の最重要リスクの内容およびリスクコントロールの取り組みについては、  有価証券報告書 をご覧ください。

リスクマネジメント高度化の取り組み
変化の激しい経営環境で迅速かつ健全な意思決定を行うため、リスク管理体制の高度化を推進

しています。攻めと守りの両面から実効性を担保するため、近年以下の取り組みを行っています。

ガバナンス
の高度化

▪社外役員への個別ヒアリングの実施
社外取締役・社外監査役へのヒアリングを通じた多角的視点の導入、および連結経営上の最重要リスクの 
妥当性検証

内部連携・
体制の強化

▪経営意思決定プロセスにおける連携強化
経営会議上程議案の経営企画室や各部門との連携による「リスク事前スクリーニング・検証プロセス」強化

▪SSBJ基準（サステナビリティ開示基準）への対応
SSBJ基準に基づくサステナビリティのリスク・機会評価と全社的リスク管理（ERM）の連携を開始
▪グループ一体での有事対応力強化
各主管部門主導による「連結BCM委員会」開催、サイバー攻撃訓練実施（連結子会社を含むレジリエンスの強化）

経営層向け
研修

▪役員・部門長向けリスク研修の実施
外部専門家による、役員・部門長向けリスクマネジメント研修実施、戦略推進におけるリスク感度と判断・ 
対応力向上

https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/securities.html
https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/securities.html
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株主・投資家との対話
当社は、機関投資家、個人投資家等のステークホルダーの皆様との対話において当社の考えを説明するとともに、
いただいた貴重なご意見を経営陣で共有し、企業価値向上につなげています。 「2025年インターネットIR表彰」

2022年から4年連続受賞
「2025年度全上場企業ホームページ

充実度ランキング調査」
2022年から4年連続受賞

対話状況
対話相手の属性／当社スピーカー（アナリスト・機関投資家との対話376件〈2025年度〉の内訳）

国内／海外

国内
195件 52%

海外
181件 48%

セルサイド／
バイサイド

セルサイド
63件 17%

バイサイド  276件 73%

ESGその他
37件 10%

スピーカー

経営層
126件 34%

IR部門担当者
250件 66%

国内／海外

国内
195件 52%

海外
181件 48%

セルサイド／
バイサイド

セルサイド
63件 17%

バイサイド  276件 73%

ESGその他
37件 10%

スピーカー

経営層
126件 34%

IR部門担当者
250件 66%

国内／海外

国内
195件 52%

海外
181件 48%

セルサイド／
バイサイド

セルサイド
63件 17%

バイサイド  276件 73%

ESGその他
37件 10%

スピーカー

経営層
126件 34%

IR部門担当者
250件 66%

対話の種類 2025年度実績 概要 主な登壇者

アナリスト・ 
機関投資家向け 
決算説明会

6回
四半期業績および通期業績
予想、企業価値向上に向け
た取り組みの説明

【通期・中間】社長、財務担当役員 
【第1、第3四半期】IR部門担当者

スモール 
ミーティング 4回 セルサイドアナリスト・バイ

サイドとの少人数の面談
社長、財務担当役員、 
財務戦略室長

アナリスト・ 
機関投資家との 
個別ミーティング

244件 
うちESG対話

24件

国内外の証券アナリスト・
機関投資家との個別面談

社長、財務担当役員、 
財務戦略室長、IR部門担当者

証券会社主催
カンファレンス 6回／40件 国内外の海外機関投資家向

けカンファレンスへの参加
財務担当役員、財務戦略室長、 
IR部門担当者

海外IR 4回／62件
欧米・アジアの機関投資家
を対象に、戦略等の説明と
対話

社長、財務担当役員、 
IR部門担当者

個人投資家向け 
説明会 6回 会社概要・株主優待制度等

の説明会 社長、SR部門担当者

対話テーマと取り組み
主なテーマ 当社における取り組み

経営計画・ 
資本コストや
株価を意識した

経営

・現中期経営計画の進捗と 
次期経営計画

・渋谷再開発竣工後の 
収益イメージ

・株主資本コストの状況

・重点施策（事業ポートフォリオ、物件売却、内部成長等）
の進捗と渋谷再開発の定量効果の開示

・次期経営計画の現時点のポイントを示し、対話での意見
などを踏まえて、今後の計画策定に着手
・株価や資本コストの状況に関して、経営計画の進捗や事
業環境の変化等、対話状況を踏まえて振り返りを実施

株主還元 
資本政策

・株主還元方針
・自己株式取得等の資本政策

・総還元性向40%程度を当面の目安とすることを公表
・2026年度の1株当たり配当金を32円に増配予想、 
また200億円・1,300万株を上限に自己株式取得を公表
（市場動向等により変更の可能性あり）

事業環境の 
認識と対応

・建築費高騰の影響
・金利上昇の影響

・建築費高騰に伴う再開発スケジュールの変更について 
影響と対応方針を明示

・調達手段の多様化、調達年限の長期化、固定金利による
借り入れの等の推進

ESG ・グループガバナンスの強化
・脱炭素の新目標、生物多様性

・グループ再編によるガバナンス強化についての開示拡充
・環境ビジョン2040の更新やTNFDレポートの開示

対話テーマと取り組みの詳細は、FACT BOOKをご参照ください。  https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/factsheets.html

対話内容の経営および社内へのフィードバック
当社では、IR・SR活動を通じて株主・投資家から得られた意見や要望を、取締役会、経営会

議出席者等の経営陣、関連部門等へ適時適切に共有しています。また、これらの情報を、経営

戦略や各種施策に活かしています。

株主・投資家
対話

当社
IR担当部門・SR担当部門

フィードバック
取締役会・経営会議

経営陣 関連部門 従業員

•経営戦略や 
施策への反映

•開示内容の 
さらなる充実

内容 頻度 方法

IR活動報告 年2回 取締役会・
経営会議

投資家・アナリストの意見・要望
（即時性の高い意見等） 発生都度 直接や

メール等

投資家・アナリストの意見・要望
（決算発表後の反応速報等） 適宜 直接や

メール等

従業員向け決算開示内容説明会 年2回 Web配信

https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/factsheets.html
https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/factsheets.html
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